予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名 成長産業人材育成センター整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　 商工労働部　航空宇宙産業課　人材育成係 電話番号：058-272-1111（内2938）

E-mail：c11354@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　6,800千円（前年度予算額：171,900千円）
＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	171,900
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	171,900

	要求額
	6,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,800

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・今後成長が期待される航空宇宙産業では、機体や構造部品等の発注のグローバル化が進んでいる。中小企業においても従来の工程外注から、国際競争力の強化並びに新規受注獲得に向けて、材料調達・加工・表面処理・組立・検査に至る一連の工程を担う一貫生産体制の構築が急務となっている。なお、生産規模拡大が期待される一方で、人材が不足しており優れた技術者・技能者の育成・確保が課題となっている。
・非破壊検査技術者については、これまで国内の技術基準に沿った技術者育成研修を実施してきた。ここで得られる資格は国内のTier１企業との取引において有用であるが、今後海外企業と直接取引を進めていくためには、国際的な基準を満たした検査技術者の資格取得が必要となってくる。しかし、これら国際規格に見合った技術者を育成する環境は国内では３重工にしか無く、県内中小企業が独自に技術者を育成することは極めて困難である。そこで、航空宇宙産業のメッカである当地域に、国際規格を満たす検査技術者の育成施設を確保し、今後の国際展開を目指す企業支援を進める。
・国内中小企業サプライヤー２６社への調査によれば、２０２０年までに必要となる非破壊検査技術者の数は約２００人。２６社には県内企業を含む（今井航空機器、天竜エアロ、光製作所）。
（２）事業内容

・航空宇宙産業をはじめとする成長産業にかかる人材育成拠点「成長産業人材育成センター」に、欧米国際認証資格（欧州の認証規格：EN4179、米国の認証規格：NAS410）に対応した非破検査技術者の養成環境を整備する。

○非破壊検査技術者研修用備品購入費（6,800千円）
（１）ＵＴ：超音波検査用

　　・試験体（CFRP標準試験体等）

　　・非破壊検査：CFRP深傷用超音波探触子

（２）ＰＴ：浸透検査用

　　・試験体（アルミ製標準試験体等）

　　・大型の超音波洗浄器
（３）県負担・補助率の考え方

アネックス・テクノ２は県有施設であり、岐阜県成長・雇用戦略に基づき、成長産業にかかる人材育成環境を整備するものであることから、県が負担。
３　事業費の積算内訳　
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	備品購入費
	6,800
	事務用機器等　

	合計
	6,800
	


	　決定額の考え方　
 


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ

・「岐阜県成長・雇用戦略」に掲げる「航空宇宙産業の製造品出荷額倍増プロジェクト」において、「人材育成拠点の整備」することを具体的な取組として位置付けており、県が主体的に取り組むことは妥当である。
・経済産業省は非破壊検査技術者の国際認証取得に必要なフォーマルトレーニングを行う教育施設の整備を進めており、成長産業人材育成センターを国内の筆頭候補と位置付けている。本事業はこれを実現するために必要となる機器整備である。
・国内唯一のEN4179/NAS410フォーマルトレーニング実施機関となることで、航空宇宙産業の一大集積拠点としての発展・ＰＲに非常に有利となる。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県内産業、特に成長分野の競争力強化並びに新規参入による裾野拡大を図るため、新たな生産体制を構築・運用できる高度な人材や新規参入に必要となる認証制度や法規制などに関する知識を有する人材を育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	人材育成数（延人数）

	0
（H26）
	261
（H27）
	（H  ）
	527
（H28）
	2,500

（H30）
	21.1％


	
	－
（H  ）
	（H  ）
	（H ）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

平成27年度末から改修工事を開始、工事完了、設備備品を整備し11月から全館運用を開始した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

改修工事の完了した下層階から施設利用を開始し、11月に全館の利用を開始。企業、行政利用による各種の人材育成で活用された。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	航空宇宙産業では、発注のグローバル化が進んでおり、国際競争力強化や新規受注獲得に向けた新たな生産体制の構築が急務となっており、これに対応した技術者養成環境が求められている。

また、県内モノづくり企業が自らの技術やノウハウを活かして成長産業へ参入するためには、認証制度や法規制に関する知識を有する人材の育成・確保が必要となっている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	超音波探傷検査装置を整備し、研修に活用されている。今後は国際規格に準拠した技術者を養成する環境を整備することで、研修効果をより一層高める。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	改修工事が完了した部分から運用を開始し、施設の有効利用を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
国際基準に見合った非破壊検査の技術者養成環境が国内に無い。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
県内企業の人材育成に対するニーズを把握し、カリキュラムの見直しを行いながら、必要な備品等の整備を進める。




